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日本の安全保障と核戦略
一 日本核武装 その論理 を問う一

大 谷 立 美

は じめに

2009年4月,オ バマ米大統領はチェコの首都プラハ を訪れ,「 米国は核兵器

を使用 したことがある唯一の核保有国として行動する道義的責任がある」 と演

説をおこなった。「道義的責任」,英 語ではmoralresponsibilityであるが,合 衆

国大統領が反省,謝 罪のニュアンスを含むこのことばを口にしたのは初めての

ことである。「核なき世界」を目指すこの演説は,日 本をはじめ世界の多 くの

人々に歓迎され,核 軍縮,核 廃絶の機運が大いに高まった。結果,オ バマ大統

領はその年のノーベル平和賞の栄誉に輝いた。

しかしこのプラハ演説は,「核兵器のない世界 を目指す」 と述べたあ とす ぐ

に,「ただし,核 兵器が存在する限 り,敵 を抑止するため,安 全で管理された

効果的な核戦略を維持する」,さ らに 「米国は核兵器のない世界に向けた具体

的な措置をとるが,そ の目標にはすぐにはたどりつけない。おそらく私が生 き

ている間は無理であろう」とも言っている。すなわち抑止力 として核戦略を米

国は今後も維持することをあらためて宣言している。

ロシア,中 国,朝 鮮民主主義人民共和国(以 下,北 朝鮮)と いった核保有国

に囲まれている日本は,米 国の核兵器の抑止力によって,敵 国から核攻撃を未

然に防いでいる。すなわち日本人の多 くがどんなに核軍縮,核 廃絶を求めても,
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日本は米国の核兵器に守ってもらっているというのが現実である。

いわゆる 「核の傘」である。 しか し 「この核の傘はもう開かない,開 いたと

してもボロボロ傘でなんの役に立たない」,さ らに 「米国の核に頼るのではな

く,日 本 自身が核武装をすべ きである」 と主張する意見が強まっている。本稿

はそうした 「日本核武装」の論理 とその可能性について考察 していく。

もし東京が核攻撃 されたら

平成18年12月15日 付の産経新聞が一面 トップとして 「東京直撃,死 者50万

人1」 という記事を掲載 した。これは札幌医科大学の高田純教授(放 射線防護

学)の シュミレーションによる研究報告である。 もし東京 ドームがある水道橋

上空で長崎に投下 された原子爆弾 とほぼ同じ威力(20キ ロ トン級)の 核攻撃

による爆発が起 こった場合,死 者は50万 人,負 傷者は300～500万 人に達する

であろう。国の政治経済の中枢は破壊 され,コ ンピュータや通信網などの機能

も壊滅。経済的,社 会的,文 化的損失は計 り知れないといった内容だった。合

わせて教授は,国 民への警報,地 下への退避,自 衛隊病院(核 汚染)除 染棟を

建設するなどの対策次第で被害を縮小できることを指摘すると同時に,北 朝鮮

による核攻撃,ま た日本を見据えている中国,ロ シアの核の脅威に対 して警戒

や備えを決 して怠ってはならないと警鐘をならしている。1)

一方軍事ジャーナリス トの田岡俊次氏は著書 『北朝鮮 ・中国はどれだけ恐い

か』のなかで,1980年 ワルハイム国連事務総長(当 時)が 国連総会に提出し

た 「核兵器の包括的研究」に言及し,10～20キ ロトンの核兵器が空中爆発 し

た場合の被害状況を次のように紹介 している。その報告書ではニューヨークの

タイムズスクエア上空15キ ロの地点での爆発 としているが,田 岡氏はそれ東

京に置きかえ,も っとも顕著な目標として国会議事堂を設定 しその被害状況を

想定 した。爆心地の国会議事堂を中心に3キ ロ圏内,そ の円形は西は新宿,東

は東京湾岸。平 日の昼間人口は約160万 人 と推定 された。その場合,少 なくと

も100万 人以上の死傷者 とな り,そ の半数は即死か短期間で死亡する可能性が
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あるという。ただ氏によれば,避 難警報がでれば助かる可能性 もあるという。

北朝鮮から日本までの距離は約1200キ ロ。弾道 ミサイルの飛翔時間は10分 前

後 と予測される。 もしかりに,北 朝鮮が東京を標的に核 ミサイルを発射 した場

合,米 国の赤外線探知用静止衛星DSP3機 が弾道ミサイル発射の際の熱を常時

監視 しており,そ の情報を受けて警報を鳴らすシステムを作れば,弾 着の5分

前には避難は可能だという。 しかしたとえそうであったとしても5分 間でどれ

だけのことができるか疑問が残る。2)

日本 に対する核攻撃の脅威は,北 朝鮮による2006年 と2009年 に行われた ミ

サイル実験 と核実験によってきわめて現実的となった。2006年7月5日 未明

か ら夕方にかけて,北 朝鮮はスカッド,ノ ドン,テ ポ ドン2号 の弾道 ミサイル

計7発 を日本海に向けて発射 し,す べて数分後に日本海に着弾 した。

さらに同年10月 には核実験を行った。事前の中国への通告では 「4キ ロ ト

ン(広 島に投下 された原爆は20キ ロ トン)の 放射能漏れのない核実験を行 う」

といったものであったが,実 験後各国の計測によると核爆発の規模は0.8キ ロ

トン程度とされた。この核実験の直後,北 朝鮮は正式に核保有を宣言 した。さ

らに3年 後の2009年4月5日,弾 道 ミサイル,も しくはロケッ トである 「銀

河2号 」を発射 した。その後北朝鮮は 「打ち上げは成功」と発表 したが,軌 道

上の物体 を監視 している米国の北米宇宙防衛司令部は同日夜,「 周回軌道上に

そのような衛星はない」 と発表 し,衛 星の打ち上げは失敗 との見解を示 した。

しかし翌月の5月25日,北 朝鮮 は再び核実験をおこなった。米情報当局はそ

の爆発の威力を 「数キロ トン」 と分析 した。一方韓国の東亜 日報紙は地質資源

研究院が地震波を調査 した結果,4キ ロ トンの核爆弾であったと報告 してい

る。核保有国北朝鮮。そ して核 ミサイルの矛先が 日本に向けられている。この

危機感がゆえに,一 部の人々のあいだで 日本の核武装が声高に論 じられるよう

になってきた。3)
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核抑止力の重要性

核抑止力とは核戦略の基本的概念である。『国際政治の基礎知識(新 版)』 に

よれば,「抑止 とは自らの有する力 と必要性があればそれを使う意思を明らか

にし,相 手がある行動をとった場合,そ の代償が行動の利益を上回る恐れがあ

ると相手側に認識させることによって,そ の行動を抑止する」ことである。す

なわち核抑止力 とは,敵 の先制攻撃によって も生存可能な報復用の核兵器を持

つことによって,敵 の核攻撃を抑止する力である。4)そ して日本が核武装する

ことによって,中 国,北 朝鮮,ロ シアに対す る核抑止が得 られるとするのが,

核武装論者の主要な論拠である。

田母神俊雄氏は元 自衛隊航空幕僚長で,日 本核武装を主張する中心的な人物

である。国防,安 全保障に関する数多い彼の著書のひとつである 『真 ・国防論』

のなかで,田 母神氏は核抑止について次のように語っている。すなわち核兵器

は戦力の均衡 を必要 としない。通常兵器の場合は10対1の 戦力比率だと抑止

はなりたたないが,核 兵器はその大量殺繊,殺 傷能力が甚大なため,1発 の核

爆弾 さえあれば,抑 止能力は十分に発揮できる。核攻撃を受けた国は1発 でも

被害に耐えられない。米国,ロ シア,中 国のように膨大な数の核兵器を持つ必

要はない。1発 あれば十分なのだ,と 指摘する。5)

核戦争では双方での被害があまりにも大 きいため,「勝者」はいないとされ

る。1945年8月 広島 ・長崎の原爆投下以来,核 保有国は増加したもののいま

だ一度た りとも核兵器は使われていない。もちろん東西冷戦のなかで,米 国と

ソ連が核戦争の一歩手前までいった事件があった。1962年10月 のキューバ核

ミサイル危機がそれである。しかしケネディ米大統領(当 時)と フルシチ ョフ

ソ連首相(当 時)の 冷静な判断で米ソ核戦争は避けられた。こうして核保有国

の政治指導者たちが核兵器の恐ろしさを十分に認識し,抑 止の範囲にその使用

を抑えてきたからこそ核兵器は使われずに今日まできた。

こうした経緯をふまえて,田 母神氏は 「(核兵器は)絶 対に使われることは
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ない」 と断言する。ではなぜ持つか。氏はそれを 「核保有の意義は軍事力では

なく,外 交力の問題」。すなわち 「核兵器を保有す ることによって,外 交交渉

で相手国を有利に動かすことがで きる」 と説明する。この論拠には核を保有す

る国と非保有国では対等な外交交渉がで きない,と いう前提に立っている。さ

らに田母神氏は,「そうした理屈を一番よく理解 しているのが北朝鮮で,彼 は

1発 でも核爆弾を持っていれば,米 国の軍事攻撃で国が潰 されることはない,

と思っている」 と言う。

確かに極貧の国で1990年 代後半には2～300万 人の餓死者を出したとされ

る北朝鮮が,国 民をそこまで犠牲にして核 開発に突進 して きた背景には,金

正 日の独裁体制維持のため,米 国と対等な立場を構築することが最優i先の課

題 としてきた。そのための核兵器開発であ り,あ とは大陸間弾道 ミサイルさ

え完成すれば,米 本土に直接核攻撃ができる。そ うすれば米国は北朝鮮を攻

撃することはできなくなる。同時にそれは,米 国が同盟国としての日本を北

朝鮮か らの核攻撃か ら守 る保証がなくなるということである。なぜならば日

本人を守 るために,米 国が 自身の国土と国民 を核戦争の危険にさらすかどう

かという問題 となる。田母神氏はさらに続ける,「では,わ が 日本はどうする

か。(敵 国に核攻撃させない)抑 止力を持ちたいのであれば,自 ら核武装する

しかないのです」。6)

軍事アナリス トの兵頭二十八(ひ ょうどう ・にそはち)氏 も核抑止の効用を

主張する。彼は著書 『ニッポン核武装再論』(並 木書房)で 「核武装している

国が,他 国から核攻撃を受けた,い ままでに一度もない。なぜならば核武装 し

ている国は,外 国から核攻撃を受けた場合に即時且つ同質な報復能力があると

考えられるためだろう」 と述べている。さらに兵頭氏は,国 としては公式に表

明していないものの,事 実上の核保有国であるイスラエルを例に挙げて核抑止

の有効性を実証 している。1966年 以前,イ スラエルは核兵器を保有 していな

かった。 しか し1956年,エ ジプ トのナセル大統領(当 時)が スエズ運河 を国

有化 しようとした際に起こったスエズ動乱(第2次 中東戦争)で ソ連は核攻撃
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を示唆して,英 国にはスエズ運河の所有権放棄を,イ スラエルには軍隊の撤退

を要求した。こうした核で脅すことを 「核桐喝」 という。当時のイスラエルに

はこの桐喝に対抗する術はなかった。以来イスラエルは核武装を推進 し,1966

年にはその開発に成功 した伝 えらえる。1970年 代に入ると数十の核弾頭を保

有 し,英 仏の核武装と同様 にソ連からの核攻撃や核桐喝を有効に抑止 してき

た。イスラエルの核武装は 「イスラエルが滅びるときは,モ スクワもまた壊滅

するときだ」という強いメッセージをソ連に送ることになった。7)

「核の傘」の信葱性

北朝鮮が米国本土を直接核攻撃できるようになれば,米 国の核の傘で 日本を

守るという 「核の傘」論は意味を失うことになる。同じく田母神氏は著書 『サ

ルでもわかる日本核武装論』のなかで,「北朝鮮が米国の西海岸の大都市(ロ

スアンゼルス,サ ンフランシスコ等)に 届 くミサイルを持ち,そ れに搭載で き

る核を完成させたら,日 米安保に基づ く米国の 「核の傘」の意味は大 きく変質

す る。すなわちロス近郊地域に住む1000万 人が北朝鮮の核の脅威にさらされ

る状態になったら,は たして合衆国大統領が 自国民の生命を危険にさらしてま

でも日本人の命を守るために核攻撃 を発動してくれるか,と いう問題である」

と指摘 している。8)

「核の傘」の信懸性への疑惑について,田 母神氏の数冊の著書に必ず紹介 さ

れるエピソー ドがある。それは2008年,氏 が航空自衛隊の幕僚長として米国

に招待され,シ ュワルツ米空軍参謀総長と会談したときの対話である。

田母神氏は日中間で領土問題となっている尖閣諸島についてシュワルッ参謀

総長に次のように質問した。「尖閣諸島において中国との問に明 日にも戦争が

起 きてもおか しくない状況にあります。もし万が一,尖 閣をめぐって軍事紛争

が起 きた ら,米 軍は本気で支援 して くれ るか」。する と参謀総長 は即座 に

「YES」 と答えたが,氏 が引 き続 き 「その とき中国が"米 国が日本に加担する

のなら,ワ シントンに核攻撃を加える"と 言ったらどうするか?」 とたずねる
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と,「そういうことにはならないようにしたい」と述べたという。

この応答を田母神氏は 「これはいつでも無条件に日米安保を発動することはで

きない」 という意味と解釈する。なぜなら日本にとって尖閣諸島が地下資源や

海洋開発の研究でいかに重要であったとしても,し ょせん尖閣は小さな無人島

でしかない。そんな島を守るために米国が 自国民を核の脅威にさらすはずがな

い,と いうのが氏の見解である。9)

田母神氏に加え,日 本核武装を主張するもう一人の主要な人物である西部遇

氏(評 論家 ・秀明大学学頭)は,著 書 『核武装論』で 「核の傘」について日本

人の矛盾 した二面性を指摘する。それは 「唯一の被爆体験国 ・日本」として非

核を理想 とする。核兵器を 「絶対悪」,「非人道的兵器」といった表現で呼ぶの

も 「唯一の被爆国」という感情に起因するものである。核を憎み,そ の恐怖が

日本人の真情だとするならば,な ぜもっと核軍縮,核 廃絶に向けて努力 しない

のか。ふだんは無関心でありなが ら,突 然他国か ら核攻撃の可能性が現実的に

なると,「核の傘」などと称 し,「米国の"核"で 我が列島が守られている」と

いった防衛論 を展開する。戦後の日本人は米国の核のみならず,「 核クラブ」

に属するあらゆる国々の 「核」に無関心を決め込んで きた,と 主張する。10)さ

らに西部氏は,「核の傘は妄想,も しくは信仰として受け入れ られていだだけ

のことで,米 国はいざというときに本当に日本を守るのかといった議論も,大

陸間弾道 ミサイル(ICBM)や 潜水艦発射弾道 ミサイル(SLBM)が 登場 した

段階で米国の核の傘は本当に開 くのかといった検証も,何 ひとつ行われなかっ

た。すなわち敵国がICBMやSLBMを 所有 した時点で 「核の傘」 という防衛論

はその有効性を顕著に失う。話の要点は非常に簡単で,「日本が"核"の ファー

ス ト・アタックを受けたとしても,米 国はその(日 本の)敵 国にたいして,"核"

のセカンド・アタックを加えられないであろう。なぜなら今度は米国がその侵

略国家か ら(ICBMやSLBMを 使 った)"核"の サー ド・アタックを受けるか

らである」と断言する。11)

世界で唯一の被爆国として,核 兵器の恐ろしさを体験 した日本人にとって,

核兵器のない世界を実現することが悲願であった。しかし中国やロシアといっ
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た大国の核 に囲まれ,今 や北朝鮮の核攻撃の恐怖に怯えている。そうした状況

の中で,い ざ戦争となったら日本は米国の核に守ってもらうことを期待 してい

る。一言でいえば,反 核をロにしながら一方で米国の核兵器に依存 している。

海外の人たちの目には,こ うした日本人の姿が,米 国の核の傘で,縮 こまって

怯えているような姿に見える。

非核三原則見直しの必要性

日本は1967年,当 時の佐藤栄作内閣が 「核兵器 を作 らず,持 たず,持 ち込

ませず」 という非核三原則を打ち出し,衆 議院においてそれを遵守する国会決

議が行われた。また合わせて沖縄返還時に適切な手段をもって核が沖縄に存在

しないこと,な らびに返還後 も核を持ち込ませないことを明らかにする措置を

とるべ きであると宣言 した。以来この非核三原則を日本は国是 としてきた。 し

かし田母神氏や西部氏のような核武装論者は,こ の非核三原則の矛盾を指摘す

る。特に3番 目の 「持ち込ませず」を遵守する限り,米 国の 「核の傘」論は完

全にな りたたない。田母神氏は 「核装備 した米国の空母や潜水艦が日本に寄港

するたびに,太 平洋のどこかに核 を置いてくると思っているのでしょうか?」

と批判する。12)

米国による核の持ち込みの事実は,冷 戦期1983～1985年 に防衛事務次官を

務めた夏目晴雄氏がNHKス ペシャルの番組報告書 『"核"を 求めた日本』のな

かでその事実を認めている。氏によれば 「つ くらず,も たずはいいのだけれど

も,持 ち込ませずというのは有名無実。誰が見ても無理。(中 略)米 国が(核

のもちこみは)な いと言ったらないということにしておいた。それがいいか悪

いかは別にして,外 務省の問題 ということもあ り,我 々はそれ以上詮索 しな

かった」と当時の様子を告白している。こうして長い期間,日 本政府は口では

非核三原則を唱えなが ら,米 国の核兵器持ち込みの実態は詳しく詮索せず,事

実上 「黙認」の姿勢をとってきた。これが事実とするならば,非 核三原則に対

する田母神氏の批判は正 しい。13)
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こうした経緯のなかで,元 外務省条約局長だった東郷和彦氏は,核 密約に関

する文書を 「赤いファイル」に入れて後任に引 き継いだと密約を認める証言す

るとともに,非 核三原則の是非を問う議論を起こすべ きだと主張する。彼は同

じくNHKの 『"核"を 求めた日本』のなかで 「冷戦時代には,一 部の外務省の

人間と政治家の問で,密 約という曖昧な戦略でやってきてしまったわけです。

今後は,ち ゃんと国民で非核三原則のあり方について議論 して,決 めていかな

ければならないと思います。私はこれまでずっと 『非核2.5原 則』にすべきだ

と考 えてきました。(中 略)つ まり,安 全保障の環境が変わった場合,艦 船に

よる核持ち込みを認めるように,フ レキシブルに対応するのです。そ うであれ

ば,国 際的にも十分に通用すると思います」 と語っている。14)

日本の非核三原則には,米 国側か らもその柔軟な対応を求める声がある。た

とえばクラーク ・マー ドック博士がその一人。彼はクリントン政権時代に国防

総省で核政策の立案を担当していた専門家だが,「非核三原則は日本政府 と日

本国民の判断でいつでも変えられる」 と言 う。前掲書 『"核"を 求めた日本』

で博士は,「お気づ きかもしれませんが,非 核三原則は政策であって,法 律や

国際条約ではあ りません。あ くまでも政策としての非核三原則であって,も し

も北東アジア安全保障環境が悪化 し,日 本政府と国民が 『米国の核の存在を知

らせるもっとわか りやすいサインが 日本に必要だ』というのなら,そ れはとて

も簡単にできます。(中 略)日 本人が米国の核兵器の存在を必要とするなら,

それを提供する方法はい くらでもあるのです。米国は核兵器を搭載した潜水艦

や航空機をいつでも日本に派遣することができるのです」と述べている。15)

北朝鮮の核保有化,中 国の軍事大国化,こ れをマー ドック博士が指摘する

「北東アジア安全保障の悪化」と判断し,両 国からの核攻撃 を抑止するため日

本が米国の 「核の傘」に依存するのであれば,非 核三原則の全面的な見直しが

必要 という主張は説得力をもつ。「核は嫌いだからいらない。でもいざという

ときはあなたの核で助けて」では,あ まりにも 「身勝手な話」 と言われてもそ

れに反論することはできない。
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ニ ュ ー ク リ ア ・シ ェ ア リ ン グ(NuclearSharing一 核 共 有)と い う 選 択

ニュークリア ・シェアリングとは北大西洋条約機構(NAro)加 盟国と米国

との核共有の戦略である。東西冷戦時代の欧州は,旧 ソ連を中心 とする社会主

義国のワルシャワ条約機構,一 方では米国を中心 とする北大西洋条約機構 と

いった軍事同盟が,東 西 ドイツを最前線 として欧州を二分する形で鋭 く対立 し

ていた。そうしたなかソ連の核攻撃を抑止するために,NAroの い くつかの国

が自国内で米国の核 を共有するという戦略をとった。それは1975年,旧 ソ連

が東欧にSS20と いう中距離核兵器 ミサイルを配備 したのがそのきっかけだっ

た。これによって欧州大陸に限定した核戦争の可能性が生まれた。それは人類

の破滅が予測される米ソの全面核戦争から,一 地域に限定した核戦争,す なわ

ち戦略核兵器から,使 用可能性の高い戦術核兵器への移行でである。その後,

SS20に 対抗するために米国は,西 ドイツ(当 時),イ タリア,カ ナダ,オ ランダ,

ベルギー,ギ リシャ,ト ルコの7か 国にパーシングIIミサイルを配備 した。そ

れらの国々は,核 不拡散条約に加盟した非核保有国という立場であ りながら米

国と条約を結び,旧 ソ連に対する核抑止力を維持するという選択を選んだ。そ

のニュークリア ・シェアリングの具体的な方法は,参 加国が米軍と核作戦計画

設定への参加,核 関連情報の共有,米 軍と核兵器運用の共同訓練,そ して有事

の際には米国か ら核兵器の使用権を譲 り受ける,と いうものであった。 しか し

使用する兵器は 「F15,ト ーネイ ド等の戦略爆撃機に搭載する核爆弾」のみと

限定され,平 時には米軍の 「弾薬支援隊」の厳重な管理下におかれている。ま

た核爆弾の譲渡 も「合衆国大統領の命令」によるものと規定されてお り,「共有」

とはいっても実質は米国主導型の制度に変わ りはない。NAroの 核保有国であ

る3か 国(米 国,英 国,フ ランス)の なかで唯一米国のみがこのニュークリア ・

シェアリングによって核兵器を提供 している。しか しカナダが1984年,ギ リ

シャが2001年,ト ルコが2005年,こ の制度か ら脱退し,現 在ニュークリア ・

シェアリングを受けている国は,ベ ルギー,ド イツ,イ タリア,オ ランダの4
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か国である。

田母神氏は 「日本が核武装を決意 した際,そ の実現には5～10年 位の期間

はかかるであろう。その中間的措置 として,こ のニュークリア ・シェアリング

を採用すべきだ」 と,強 く主張 している。氏によれば,「海上 自衛隊員が米国

の原子力潜水艦で米軍 とともに核運用の訓練を受け,有 事の時は核の発射権限

を引 き渡 してもらうのが最 も現実的である。指揮権については米国との交渉次

第」,さ らに 「ドイツやイタリアで実施 しているのだか ら,日 本にも参加させ

てほしい。 もしそれが不許可だったら,北 朝鮮の核の脅威が現実的 となった現

在,日 本は独 自の核開発に踏み切 らざるを得ない,と 主張すれば,米 国は承知

せざるを得ないでしょう」 と語っている。16)

さらに氏によれば,現 在 自衛隊は通常エンジンの潜水艦16隻 を所有 してい

て,そ の性能は世界で もトップクラスであるという。 しか し通常エ ンジンの潜

水艦は静粛性には優れているが,一 定の時間が過 ぎると浮上 して空気を補充 し

なければならない弱点がある。一方原子力潜水艦は,レ ーダーに発見されやす

いという弱点はあるものの,通 常エ ンジンよりもはるかに長時間潜航できる。

原子力潜水艦に核 ミサイルを配備 し深海を巡回させておけば,日 本に対 して核

攻撃をしても,ど こからかただちに核による報復がある状態にしておけば十分

に抑止力 となる。田母神氏が こうした理由で,弾 道 ミサイル原子力潜水艦

(SSBN)の 所 有 を 主張 す る。SSBNと はBallisticMissileSubmarineNuclear-

Poweredの 略である。SSBNは 常時潜航 しているのが2隻,ミ サイルシステム

の整備などのために ドック入 りするのが1隻,そ して敵に破壊 された場合の予

備 として1隻,そ れらすべての潜水艦に弾道 ミサイルと搭載する。氏によれば

この4隻 あれば十分な抑止力 となると言 う。

このSSBN方 式をすでに採用してきたのが英国である。元陸上自衛隊の陸将

補で退官後は軍事アナリス トである矢野義明氏は,著 書 『核の脅威 と無防備国

家 日本』のなかで,NAroの 国別ニュー クリア ・シェアリングの仕組みを分析

し,「日本流の核保有 としては英国型の日米共同SSBN艦 隊が望ましい」 と言っ

ている。英国はすでに核保有国であるが,矢 野氏のいう 「(米国との)英 国型
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ニュークリア ・シェアリング」とは,米 国からかつてはポラリスSLBMを,現

在は トライデン トSLBMを 購入(た だし核弾頭 は英国製)し,国 産のSSBN4

隻に搭載 している。すなわち英国は米国から弾道ミサイルを譲 り受け,そ れに

自国の核弾頭を備え付けている。この場合,核 指揮権限は英国首相にある。一

方核 を持たない日本の場合はどうなるか。弾道 ミサイル原子力潜水艦を建造

し,そ れに米国の核弾頭 ミサイルと搭載する。その場合,日 本の首相が核攻撃

の命令権をもつことができるかどうか。

自国で開発 した核でなくともそれを潜水艦に搭載するということは,日 本が

事実上核保有国となることを意味する。矢野氏はその実現性に疑問を投げかけ

る。まず国際的には,核 不拡散条約(NPT=NuclearNon-ProliferationTreaty)か

ら離脱 しなければならない。1971年 条約発効後か ら日本は長い間,こ の軍縮

条約の堅持 ・充実に大 きな役割を担ってきた。その 日本がやめるとなるとは,

国際社会にたいする裏切 り行為となる。また国内的には被爆国としての国民感

情,反 核団体の猛烈な抵抗が容易に予測される。そ して最大の問題は米国との

関係である。 どれほど緊密な同盟国であったとしても,最 高の軍事機密である

核兵器を,米 国が 日本に譲 り渡すことがあり得るか どうか。たとえ共有で きた

としても,合 衆国大統領の核作戦指揮権限と日本の首相の指揮権限との関係は

どうなるか。NAroに おけるニュークリア ・シェアリングは,た とえ外国であっ

ても米国の核兵器は米軍が きちんと管理 し,そ の指揮権限はあくまで も合衆国

大統領である。そうであれば日米共同の核所有はきわめてむずか しく,そ の実

現性が低いのであれば日本の首相 自身が核攻撃命令権限が もてる独 自の核兵器

を所有すべ きである,と いう議論になる。17)

中国核脅威論

日本核武装論者のもうひとつの大 きな論拠が,中 国の核兵器である。中国は

1964年 に原爆実験 に成功。それを機i会に,核 ミサイル完成(1966),水 爆実

験成功(1967),人 工衛星打ち上げ成功,中 距離 ミサイル完成(1970),大 陸
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問弾道 ミサイル完成(1981),潜 水艦発射 ミサイル完成(1984),と 米国本土

を核攻撃できるまでの軍事力をもつようになった。現在中国の核戦力は,英 国

の国際戦略研究所(IISS)の2010年 報告によると,米 大陸まで核攻撃ができ

る大陸間弾道ミサイル(ICBM)を 中心とした長距離戦略 ミサイルが合計90基

あると報告している。一方米国防総省では戦術核 を含めて合計300～400発 の

核弾頭を保有 しているであろうと発表 している。18)

ではなぜ中国は核保有国となったのか。かつて毛沢東は 「人民が貧 しく,た

とえズボンがはけなくとも中国は原爆 を持つ1」,「 中国は100年 かかっても核

兵器を作る!」 と宣言した。その理由は米国とソ連が核兵器で中国を桐喝 した

か らである。1950年6月 か ら始 まった朝鮮戦争では,マ ッカーサー将軍が率

いる国連軍が戦況を有利に進め,中 朝国境 まで接近 したものの,200万 人にも

及ぶ中国人民解放軍兵士が突然参戦してきた。慌てたマッカーサーは中国主要

都市へ26発 の原爆投下を計画 し当時の トルーマ ン大統領に願い出た。中国を

支援するソ連からの報復核攻撃を恐れた トルーマンはその要求を却下し,マ ッ

カーサーを解任 した。一方戦局が好転 しないなか1952年 大統領に当選 したア

イゼ ンハワーは,中 国に対 し 「停戦に応 じなければ核攻撃をする」 と脅 した。

その後1962年 国境紛争が発端で勃発 した中印戦争では,当 時のケネディ大統

領が,「 中国を核攻撃する用意がある」 と宣言した。一方ソ連 とは1950年 代後

半以降両国の社会主義政策の違いが顕著とな り,そ の関係 は徐々に悪化 して

いった。ソ連はあ くまでも中国を自国の 「核の傘」の留めようとしたが,中 国

はたとえ米国が核攻撃 してきたとしても,ソ 連は自国民を犠牲にしてまでも米

国に対 して報復攻撃をしない と考えた。こうして中国は,米 国とソ連に対抗す

るためには自主的な核抑止力 を持たない限 り,真 の独立はありえないと考え

た。1999年10月1日 中国が建国50周 年を迎えたとき,そ の記念式典で江沢民

国家主席(当 時)は1960年 代原水爆開発に携わった科学者23人 をあらためて

招待 し,「中国は自前の原子爆弾なしには今 日の国際的地位は決して得 られな

かった」というかつての最高実力者である郡小平の言葉を引用 し,彼 らを顕彰

した。国際社会で大国として認められるためには核兵器が絶対 に必要であると
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いう見解である。

中国は最初の核実験成功以来,折 に触れ 「核先制不使用」を表明 してきて

いる。しか しこの20年 間中国が経済大国化するとともに,中 国軍首脳による

対米先制核攻撃を示唆する発言が目立つ ようなった。たとえば1995年,熊 光

楷副参謀総長が 「米国が台湾防衛に介入すれば,米 国はロサ ンゼルスが核攻

撃の脅威に晒されることを心配すべ きだ」 と語っている。この発言は中国が

台湾を侵略したとき,も し米国が台湾の防衛のため参戦 してくれば,中 国は

ロサンゼルスのような米本土の大都市 に核攻撃をする,と い う脅しと理解さ

れた。 これは明らかに中国の核先制攻撃を示唆する。10年 後2005年,今 度は

国防大学防衛学院長(当 時)だ った朱成虎将軍は,「米軍が台湾有事で中国軍

の艦艇や軍用機を通常兵器で攻撃 した場合,人 民解放軍の米本土への核攻撃

は正当化される」 と話 した。これは今 までの 「核先制不使用」を否定 したこ

とであ り,中 国が先に核攻撃をする可能性を明言 したことになる。これは中

国の米国に対する事実上の 「核桐喝」である。 しか しこの二人の発言に対 し

中国政府は公式見解ではなく,あ くまでの個人的な意見 とし,両 人を処罰す

ることはなかった。19)

こうした中国の桐喝的な言動は,対 日関係においてもこの数年顕著となって

いる。たとえば2010年9月,尖 閣諸島(中 国名は釣魚島)周 辺で中国の漁船

が海上保安庁の巡視船に体当た りするという事件が起きた。日本政府は公務執

行妨害で中国漁船を掌捕 し,船 長や乗務員を逮捕した。しかし日中関係の悪化

を恐れた政府は,船 長以外の乗組員全員と船体を中国に返還した。

しか し中国は執拗なまでに船長の開放を要求し,日 本に対し次々に報復措置

をとった。船長拘留延長決定の9月19日,「 日本との閣僚級の往来を中止」「航

空路線増便交渉中止」「日本への観光の自粛」などを発表した。翌20日 は在中

トヨタの販売促進費用を賄賂 と断定 し罰金を科す決定をした。 また21日 から

予定されていた日本人大学生の上海万博招致を中止 した。さらに同日中に中国

本土にいたフジタの社員を 「許可なく軍事管理区域を撮影 した」 という理由で

身柄を拘束 した。 またレアアースの日本への輸出を複数の税関で差 し止めた。
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こうした措置に多 くの日本人は中国のなりふ り構わない桐喝的行為 と怒った。

しか し日本政府は日中関係の悪化を恐れ,結 局日本の法律で裁 くことなく,そ

の船長を中国に送還 した。彼は国民的英雄として本国に迎えられた。 しかもそ

の後中国は日本政府に謝罪 と賠償の要求をして きた。中国漁船は日本の領土で

ある尖閣諸島を侵犯 し,し か も海上保安庁巡視船に追突 といった暴力行為を犯

した。それにもかかわらず 日本政府がその船長を無罪放免 したのは,あ きらか

に日本の外交的敗北である。 と同時に 「尖閣は自国の領土」と主張する中国に,

なんら強 く反論できない日本の 「弱腰外交」 となる。今回の事件にみ られたよ

うに,中 国は日本 とことあるたびに強圧的に対応 し,そ のつ ど日本が一方的に

譲歩 してきた。これは中国が 日本は外交的圧力にきわめて弱 く,強 く出た方が

有利 と判断しているからである。京都大学の中西輝政教授は,今 回の中国漁船

領海侵犯事件以降,武 装 したヘリコプターを搭載 した 「漁業監視団」 と称 した

軍艦が頻繁に尖閣周辺の日本海域に繰 り出ていることを指摘 し,少 なくともこ

の2～3年 に 「漁船」の大船団がやってきて 「漁民」が尖閣に上陸して中国国

旗を掲げて居座 る,つ まり尖閣諸島の実効支配を日本から奪 うという決定的な

日が来るであろうと予測する。20)

もし中国が軍事力によって尖閣諸島を実効支配しようとしたらどうなるか。

自衛隊が,そ して日米同盟によって米軍がそれを阻止することになる。しかし

米軍が介入 しようとした際,「 もしそうすれば中国は米国の国債を全部売却す

る(実 は米国債9兆 ドルの4分 の1を 中国が購入している)」,あ るいは 「もし

尖閣に軍事介入すれば,首 都ワシントンを核攻撃する」と中国政府が宣言した

ら,米 国はどうするか。尖閣という日本の小さな無人島を守るために,オ バマ

大統領は米国経済が大混乱することを甘んじて受けるか。またホワイトハウス

に住む大統領 とその家族,そ してワシン トンとその周辺に居住する市民610万

人の命を犠牲にすることをいとわないか。誰が考えても,そ の答えは否である。

であれば日本自身が核兵器を所有 し,対 等な立場で外交交渉をすべ きである。

膨大な殺傷力をもつ核は,現 実 として使えない兵器である。だからたくさん持

つ必要はない。1発 で十分である。むしろ核は軍事力ではなく外交力において
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その力が発揮 される。外交交渉の後ろ盾 としての政治力である。これが 日本核

武装論者たちの基本的な論理である。

最後にまとめとして

この10年,国 際関係,安 全保障のセミナーや研究会に出席すると必ず日本

の核武装を語る人たちに会 うようになった。特に北朝鮮が核保有国となったの

を機会に,北 朝鮮からの核攻撃から日本をどう守るかが論点 となってきた。彼

らは 「あなたは北朝鮮の核兵器が怖 くないのですか」 という単刀直入に最初に

問う。イエスであれば 「それではどうしたらいい と思いますか」,ノ ーであれ

ば 「広島,長 崎の惨状はご存 じのはず。あの悲劇を繰 り返さないために,何 を

すべ きなのか,あ なたは何 も考えないのですか。原爆の悲劇を知る日本人 とし

て,隣i国 の核の脅威に何 も感 じないのですか」 と続ける。

原爆投下から66年 。唯一の被爆国民として日本は核軍縮,核 廃絶の運動を

積極的に進めてきた。 しかしその努力にもかかわらず,核 保有国は増え続けて

きた。東西冷戦時代,米 ソが核戦争をすることは人類の破滅をもたらす という

お互いの認識 と恐怖感で,そ の核抑止力は効果的に機能 した。幸い広島,長 崎

以来,一 度も核は使われていない。 しかしソ連消滅後,核 を取 り巻 く国際環境

は激変 した。特に東アジアは米国,ロ シア,中 国,北 朝鮮の4か 国の核がひし

めき合 う状況 となった。そうしたなかで日本はその安全保障をどうしたらいい

のか。核武装論者はこの問題を提起する。

さらに 「日頃は核軍縮,核 廃絶を口にしなが ら,北 朝鮮の核に怯え,い ざと

なったら米国の核に頼る」 というのは,偽 善者的行為ではないかという彼 らの

指摘 にどう答えたらいいのか。 日本は戦後,核 武装を口にするのはタブーで

あった。被爆の経験による核アレルギー,拒 否反応がその原因であった。核の

恐ろしさを最 も知っているのが 日本人だからだ。 しか し今,北 朝鮮の核所有,

中国の核軍事大国化 という現実を直視 し,核 戦略という観点か ら日本の安全保

障をどうすべ きか,も う一度原点に返って考えるべ きときが きているのではな
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いか。田母神氏 は問いかける,「核のない不安 な世界 と核のある平和な世界,

あなたはどちらをとるか」と。21)
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